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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　クランクシャフト（１０）と連結したピストン（６）が内部で作動する少なくとも１シ
リンダ（４）を含む内燃機関であって、前記シリンダは少なくとも1吸気口（１６）と少
なくとも1排気口（２０）とを有し、吸気口においてクランクシャフトの回転に応じて開
閉作動する吸気弁（１８）は該吸気口を末端とする吸気路（１４）と前記シリンダとを一
時的に連結し、該排気口において前記クランクシャフトの回転に応じて開閉作動する排気
弁（２４）は該排気口を起点とする排気路（２２）と前記シリンダとを一時的に連結する
ように構成されたピストン往復内燃機関であるガス機関のための給気制御装置において、
　電動機（２８２，２８４）によって作動される別途弁（２７８，２７２）を吸気路（１
４）内の吸気弁（１８）の直近上流に配置し、前記別途弁は電動機（２８２，２８４）に
よって作動される軸部（２７６）と該軸部と固定結合された少なくとも２閉鎖体（２７８
）とを備えた弁体（２７４）を有し、前記閉鎖体は吸気路（１４）の隔壁（２７０）に配
置された当該弁穴（２７２）と協働して前記閉鎖体に作用する圧力差を補償し、
　軸部（２７６）は吸気路（１４）を垂直に貫通して往復動電磁装置（２８２，２８４）
として形成された電動機により垂直方向に摺動可能とし、
　前記閉鎖体を前記軸部を取巻く円盤（２７８）として形成し、
　前記吸気路遮断面で見て蛇行状に形成された隔壁（２７０）を設け、前記円板を前記弁
の開放状態において前記吸気路を通る流れの方向から見て前記弁穴の異なった側に配置し
、



(2) JP 5464607 B2 2014.4.9

10

20

30

40

50

　制御器（２６）を設け、該制御器により少なくとも１パワー要求素子（３４）と相関さ
せてパワー要求が減少するにしたがって前記弁の閉鎖時点を前記吸気弁の閉鎖時点よりさ
らに早期にずらすように前記電動機を制御するように構成することを特徴とする給気制御
装置。
【請求項２】
　４弁穴（２７２）を当該円板（２７８）と共に設けた請求項１に記載の給気制御装置。
【請求項３】
　各シリンダは当該吸気弁を備えた２吸気口を有し、該吸気口のそれぞれに至る各吸気路
（４６，４８）に当該電動機によって作動される別途弁を配置した請求項１または２に記
載の給気制御装置。
【請求項４】
　前記制御器（２６）が前記電動機（２８２，２８４）を作動し、該別途弁および該吸気
弁との間に存在する低圧によって形成される圧力波が開放吸気管端（１００）で反射した
後まさに該吸気弁が開く時点に該吸気弁に達し、これによって前記ピストンによって遂行
される吸入仕事が低減されるように別途弁（２７２，２７８）が開く請求項１～３のいず
れか１項に記載の給気制御装置。
【請求項５】
　過給装置（１２４，１２６）の送出量および／または送出圧を考慮して前記別途弁（２
８；６０，６２；２７２，２７８）を制御する請求項１～４のいずれか１項に記載の給気
制御装置。
【請求項６】
　排気タービンとコンプレッサとをそれぞれ直列接続した複数の排気ターボチャージャー
を設け、後置された排気タービンに間接的に排気を作用させるための排気ディストリビュ
ータ弁を前記別途弁の制御と同調させて制御する請求項５に記載の給気制御装置。
【請求項７】
　前記排気タービンは可変入り口ジオメトリを有し、該ジオメトリを前記別途弁と同調さ
せて制御する請求項６に記載の給気制御装置。
【請求項８】
　ピストン往復内燃機関のための給気制御装置に用いられる弁（２７８，２７２）であっ
て、
　吸気路（１４）内の吸気弁（１８）の直近上流に配置されるのに適しており、
　電動機（２８２，２８４）によって作動されるのに適した軸部（２７６）と該軸部と固
定結合された少なくとも２閉鎖体（２７８）とを備えた弁体（２７４）を有し、前記閉鎖
体は吸気路（１４）の隔壁（２７０）に配置された当該弁穴（２７２）と協働して前記閉
鎖体に作用する圧力差を補償し、
　軸部（２７６）は吸気路（１４）を垂直に貫通して往復動電磁装置（２８２，２８４）
として形成された電動機により垂直方向に摺動可能とし、
　前記閉鎖体を前記軸部を取巻く円盤（２７８）として形成し、
　前記吸気路遮断面で見て蛇行状に形成された隔壁（２７０）を設け、前記円板を前記弁
の開放状態において前記吸気路を通る流れの方向から見て前記弁穴の異なった側に配置す
ることを特徴とする弁（２７８，２７２）。
【請求項９】
　４弁穴（２７２）を該円板（２７８）と共に設けた請求項８に記載の弁（２７８，２７
２）。
【請求項１０】
　ピストン往復内燃機関の運動を制御するための方法であり、該内燃機関はクランクシャ
フト（１０）に接続されたピストン（６）が運動する少なくとも1つのシリンダを有し、
該シリンダは
　少なくとも一つの吸気口および排気口を備え、該吸気口の内部ではクランクシャフトの
回転により開閉し、吸気口へ続く吸気路とシリンダと一時的に連絡する吸気弁（１８）が
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動作し、該排気口の内部ではクランクシャフトの回転により開閉し、排気口へ続く排気路
とシリンダと一時的に連絡する排気弁（２２）が動作し、その中にはパワー要求素子(３
４)が提供され、該パワー要求素子の位置により吸気口へ流入する外気の量が決定され、
また吸気路（１４）内には別途弁（２８，６０，６２，２７２，２７８）が吸気弁（１８
）の上流に配列され、
　該別途弁および該吸気弁との間に存在する低圧によって形成される圧力波が開放吸気管
端（１００）で反射した後まさに該吸気弁が開く時点に該吸気弁に達し、これによって前
記ピストンによって遂行される吸入仕事が低減されるように別途弁（２８，６０，６２，
２７２，２７８）が開くようにした方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はピストン往復内燃機関、特にガス機関のための給気制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ピストン往復内燃機関、特にスロットル弁制御されて４サイクル方式で作動するピスト
ン往復内燃機関は負荷が減少すると共に比消費量すなわち放出される実効単位当たりの消
費量がますます増加するという事情の理由の一つはスロットル損失にある。スロットル弁
の下流にはスロットル弁と吸気弁との間の吸気管容積中にスロットル弁の絞りが増すにつ
れて増強された低圧が形成され、この低圧は吸気弁が閉じている間に解消される。したが
って低圧の作用を受けた容積中に貯えられたエネルギーは有効エネルギーとしては失われ
ることとなる。吸気行程におけるピストンの下降運動の間に生み出された低圧はP-V線図
において損失と結びついた給排気交換ループの原因となる。
【０００３】
　ＵＳ ５，１０５，７８４には吸気弁の上流に回転弁が配置され、該弁の回転体は軸方
向において円周角が拡大するように形成された貫通穴を有するように構成された内燃機関
が記載されている。該回転体を軸方向に移動することにより前記回転弁の開放時間を変化
させることができる。また前記回転体と該回転体を駆動するクランクシャフトとの間の位
相位置を変化させることにより開放開始時点を変化させることができる。これにより全体
としてたとえば先ず最初に前記回転体の軸方向ポジションを所望の開放時間に合わせて調
節し、次いで所望の閉鎖時点が結果するように位相を調節することによって所定の開放時
間と所定の閉鎖時点との調節を実現することができる。
【０００４】
　前記公知の回転弁はなによりも排気弁開と吸気弁開とのバルブオーバーラップ時に吸気
路にシリンダから望ましくない逆流が侵入するのを回避するために利用される。その他の
場合には給気制御装置は従来通りスロットル弁で作動する。
【０００５】
　前記公知の給気制御装置の特徴は軸方向位置と位相位置とが一般に組み合わされて変化
させられなければならない点にあり、これは構造的にも制御技術的にも比較的割高なもの
となる。さらに回転弁の開閉フランクの持続時間はクランクシャフトの回転数に依存して
いることから、高い精度が問題となる低回転数時には開閉フランクが長くなり、これによ
って精度に不適な影響がもたらされるだけでなく、給排気交換損失も高まることとなる。
前記公知の円筒形回転弁のもう一つの特徴は該弁の開放断面積が開放時間と共に（クラン
ク角と相関して）変化する点にある。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的はピストン往復内燃機関特にガス機関のための特に経済的な運転を可能と
する給気制御装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　装置にかかわる本発明の課題を解決するための第一の方法は請求項１に記載の給気制御
装置によって実現される。
【０００８】
　本発明の給気制御装置は請求項２、３に記載の特徴によってさらに好適に形成される。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】回転弁を前置したピストン往復内燃機関のシリンダの原理図である。
【図２】図１に示した機関の種々相違した運転相を示した図である。
【図３】回転弁を各要素に分解して示した図である。
【図４】２吸気弁を備えたシリンダにおける回転弁の断面図である。
【図５】過給方式を説明するための回転弁の基本的配置を示した図である。
【図６】相異した各種プロセス制御の作業線図である。
【図７】電動機を組込んだ回転弁の断面図である。
【図８】レジスタ過給装置を示した図である。
【図９】弁の一実施形態を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に本発明を図面を例として詳細に説明する。
【００１１】
　図１に示した内燃機関、たとえばガスで運転される比較的低速で回転する実用車両エン
ジンはシリンダ４を有し、該シリンダ内でピストン６が作動し、該ピストンはコンロッド
８を経てクランクシャフト１０を回転駆動する。ＵＴおよびＯＴは、ピストン８が最低レ
ベル、最高レベルになるそれぞれの位置を示している。
【００１２】
　前記シリンダの燃焼室１２への新気の供給は吸気管１４を経て行われ、吸気管１４がシ
リンダ４に開口する吸気口１６において吸気弁１８が作動する。排気路２２の起点となる
排気口２０では排気弁２４が作動する。
【００１３】
　燃焼室１２内の給気に点火するため点火プラグ２６が設けられている。吸気弁１８と排
気弁２４はクランクシャフト１０により位相固定式または位相可変式に回転駆動させられ
る１本もしくは複数本のカムシャフトを経てそれ自体公知の方法で制御される。
【００１４】
　燃料（ガス）が新鮮空気に供給されて吸気管１４内に所定の組成（空燃比）の可燃性新
気が形成されるそれ自体公知の装置は図示されていない。
【００１５】
　前記内燃機関の制御には公知のようにマイクロプロセッサと当該記憶装置とを備えた制
御器２６が利用される。
【００１６】
　上述したエンジンの構造はそれ自体公知に属していることからこれ以上の説明は行わな
い。
【００１７】
　吸気管内には吸気口１６のできるだけ直近上流に回転弁２８が配置され、円筒として形
成された該弁の回転体３０は対向する２つの穴を備え、回転弁２８によって互いに分離さ
れた吸気管１４の上下流部分はこれらの穴によりオプショナルに互いに連結もしくは分離
される。回転体３０を駆動するために電動機３２たとえばステップモータが設けられ、該
モータは制御器２６によって制御される。制御器２６は複数の入力装置、とりわけアクセ
ルペダル３４と連携した入力装置を有している。その他の入力装置はクランクシャフト１
０の回転数ないし回転ポジションを把握するための回転数センサ、温度センサ等と連携さ
せることができる。
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【００１８】
　前記内燃機関はそれ自体公知の類の過給装置、たとえば排気ターボチャージャまたはメ
カニカルチャージャを備えているのが好適であり、これにより吸気管１４内の回転弁２８
の上流に高圧が形成されることとなる。
【００１９】
　図２は前記内燃機関の種々の運転相を示している。この場合、吸気弁１８と排気弁２４
とはたとえば吸気弁は上死点前２７，５°で開放し、下死点後３８，５°で閉鎖し、排気
弁は下死点前５７°で開放し、上死点後２５°で閉鎖するように制御される。
【００２０】
　図２ａは吸気弁１８と回転弁２８とが共に開いているときにピストン６が下死点前約４
５°まで下降運動した吸入状態を示している。図２ｂが示すようにピストンがさらに下降
運動を行うと回転弁２８が閉じ、その結果、回転弁下流の空間に低圧が生じ、これはピス
トンが下死点を越えて運動すると下死点後３８，５°で吸気弁１８が閉じるまでに損失な
しに解消される。
【００２１】
　図２ｃが示すようにその後のピストンの圧縮行程に際して吸気弁１８は閉じたままであ
る。図２ｃに示した状態はたとえば点火が行われるポジションを表わしている。図２ｄに
示した行程中吸気弁１８と排気弁２４とは閉じられているが、回転弁２８はこの時から開
かれる。図２ｅは排気行程開始時の排気弁２４が開いた状態を示しており、その際、吸気
弁１８は閉じ、回転弁２８はすでに開かれている。ピストンが上死点前２７，５°のポジ
ションに達すると吸気弁１８が開き、排気弁２４は上死点後２５°で閉じることから、そ
の直後に図２ａに示したポジションが新たに開始されることとなる。
【００２２】
　図３は図示されていないシリンダヘッドに回転弁２８（図１）をフランジ取付けするた
めの集成部品をそれぞれ組み立てた状態ａ）と分解した状態ｂ）で示したものである。
【００２３】
　ケーシング４０は２つの接続フランジ４２と４４とを有し、そのうち一方のフランジは
前記内燃機関の図示されていないシリンダヘッドに取付けることができ、他方のフランジ
には吸気管（図示されていない）を取付けることができる。ケーシング４０は２本の貫通
路４６と４８とを有し、該貫通路はシリンダヘッドに形成された接続穴に対応し、該接続
穴にはシリンダの２吸気弁に達する互いに独立した２吸気路が開口している。
【００２４】
　ケーシング４０には貫通路４６および４８と交差して貫通孔５０および５２が形成され
ている。貫通孔５０と５２とのそれぞれにおいて以下に述べる回転弁が作動するが、図示
されているのは貫通孔５０に配された回転弁のみである。
【００２５】
　孔５０には対向する穴５６と５８とを有したブシュ５４が嵌合挿入される。ブシュ５４
はケーシング４０に回転阻止されて収容されている。穴５６と５８とは貫通路４６と整合
され、該貫通路の断面に対応している。
【００２６】
　ブシュ５４には対向する穴を有した円筒形回転体６０が挿入されており、図中には該穴
の一方６２のみが示されている。
【００２７】
　円筒形回転体６０はブシュ５４内に回転可動式に収容されており、該回転体の閉じた上
端には軸ピン６４が設けられており、該ピンはケーシング４０にねじ留めされた上部部品
６８に嵌め込まれた連結カップリング６６によって受け留められる。
【００２８】
　前記円筒形回転体はガイド中子６９との間に配置されたころがり軸受け７０によって誘
導支持される。ガイド中子６９はさらに混合気の流れを誘導しもしくはは弁内での流れの
拡散もしくは流れの剥離を防止する役割を有している。このためガイド中子６９は基板７
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３を弁ケーシング４０に取付ける（ねじ留めする）際にガイド中子６９の貫通路７６と弁
ケーシング４０の貫通路４６，４８とが正確に整合するようにして溝付きナット７４によ
り位置ずれ防止されてポジショニング固定されている。部品７１，７２および７５（軌道
盤およびねじ）はガイド中子６９に接したころがり軸受け７０のポジショニングに用いら
れる。ガイド中子表面と円筒形回転体６０の内側面との間に死空間が形成されるのを回避
するため、固定されているガイド中子６９の外径は回転する円筒形回転体６０の内径より
もごくわずかに小さいだけにすぎない。この場合、これら双方の部品（６０と６９）の間
の隙間寸法は両部品が接触せずに回動する際に良好な封止作用が生ずるように選択されて
いる。部品５４，６９，６０および６２が図１に示した回転弁２８を形成する。
【００２９】
　図３から看取されるように、２つの貫通路４６と４８とは貫通孔５０と５２の内部でそ
れぞれ専用のステップモータで作動する回転弁によって互いに分離独立して制御され得る
ことから、たとえば負荷要求が僅かな場合（アクセルペダル３４の操作が僅かな場合）に
はシリンダの一方の吸気路は完全に閉じたままであり、これによりシリンダに供給される
給気は吸気路の形成に応じ渦流（渦軸はピストンの運動方向と平行）または翻転流（渦軸
はピストンの運動方向に垂直）となって流入することとなる。双方の回転弁は負荷が高ま
ると共に双方の吸気路を通って流入する給気がますます同化するように制御され、これに
よってシリンダ内ないし燃焼室内の渦流形成を最適な燃焼速度／燃焼機能の点からエンジ
ンの運転状態に適合させることができる。こうして部分負荷時に効率的な燃焼を可とする
すぐれた熱力学的条件が達成され、全負荷時にもシリンダの充填が損なわれることはない
。
【００３０】
　図４はケーシング４０を一部切開して側面から眺めた図を示している。同図からケーシ
ング４０、ケーシング上部部品６８、円筒形回転体６０の軸ピン６４ならびに連結カップ
リング６６に載置されたステップモータ９０が明白に認められる。それぞれの連結カップ
リング６６は伝動板８０を含んでおり、該伝動板にモータ軸８２が回転確動式に噛み込ん
でいる。伝動板８０はトルクを伝達するフレキシブルな部品８４を経てもう一枚の伝動板
８６と結合されており、該伝動板は円筒形回転体６０の軸ピン６４に回転確動式ないし相
補嵌合式に噛み込んでいる。このようにしてフレキシブルで捩りに強い連結カップリング
が形成されている。
【００３１】
　前記参考形態において制御器２６によって双方のステップモータが別様に制御され、た
とえば貫通路４８（図３）に配された円筒形回転体が貫通路４８を貫通路４６が閉じられ
るよりも早く閉じる場合には、貫通路４６を通ってより多くの新気がシリンダに流入し、
これにより、吸気路と吸気弁とが適切に形成されていれば燃焼室に渦が形成される。ステ
ップモータの別様な制御はそれによって特別な利点が達成されるエンジン運転領域、たと
えば軽負荷運転に制限することができる。この制御コンセプトは同じく円筒形回転体によ
って他方の吸気路を完全に封鎖することができることを含んでいることは言うまでもなく
、これによって完全な管路遮断が実現される。
【００３２】
　電動機ないしステップモータ３２（図１）ないし９０（図４）による回転弁（一方もし
くは双方）の制御によって回転弁後方に配置された吸気弁に比較して回転弁開閉時点の広
範な自由度を達成することができる。吸気管の長さを合理的に選択し、回転弁の開閉時点
をそれを適合させることにより、たとえば、図２ｂに示した作動相において回転弁２８と
吸気弁１８との間に形成される低圧を合理的に利用し、回転弁が開き吸気弁がなお閉じて
いる場合に形成される圧力波がまさに吸気弁が開く時点に同所に達し、これによりピスト
ンによって遂行される吸入仕事が低減されるようにすることができる。さらに、回転弁後
方に配置された吸気弁に比較した回転弁開閉時点の広範な自由度により、発生した低圧に
よって生み出され、開放吸気管端で反射した波が吸入行程末期に開放吸気弁に圧力波とし
て達する時点を調整し、慣性過給効果を達成してシリンダ充填を高めると共に吸入仕事が
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低減されるようにすることが可能である。
【００３３】
　図５は前述した関係を概略的に図示したものである。回転弁２８は全長Ｌ、総容積Ｖを
有した吸気管１４をそれぞれＬ１、Ｖ１とＬ２、Ｖ２とを有した部分域ＩとＩＩとに分割
する。回転弁が閉じ且つ吸気弁が閉じている時に部分容積Ｖ１に貯えられた低圧は回転弁
が開放されると波を生み出し、この波は開放吸気管端１００で反射され全管長Ｌを通過し
た後圧力波として開放吸気弁１８に達する。ポジション２００は吸気弁座を表わしている
ことから、有効管長Ｌはポジション１００と２００とによって決定されている。前記効果
は広いエンジン運転領域で利用することができるが、それは波の伝播の開始と開放管端で
の反射とのタイミングを回転弁４の開閉時点の可変性によって保障することができるから
である。
【００３４】
　回転弁の開閉時点の可変性とは開放時点ならびに閉鎖時点のいずれもが吸気弁の全開放
期間をカバーすることができることとして理解される。
【００３５】
　制御が自由であることからステップモータ制御される回転弁の開放相および特に閉鎖相
は（クランクシャフトを介して決まったギア比で駆動される）強制駆動式の回転弁のそれ
に比較して遥かに短い。これによって吸入行程中の相ないしピストン行程は短縮される一
方で回転弁断面に制約されたスロットル損失が生ずる。
【００３６】
　本発明に基づくシステムは過給エンジンに好適に使用することができる。本発明に基づ
くシステムが過給エンジンにもたらす長所は通例ウェストゲート弁（排気流れがタービン
ホイールを迂回する）によって遂行される過給制限機能が回転弁の適切な制御によって引
き受けられる点にある。この場合、最大過給圧への到達および／または超過が生ずると回
転弁の閉鎖時点は早期の方向にずらされる。これによりシリンダ給気およびそれに制約さ
れてターボチャージャに供給されるエネルギー量は減少する。この方法により常に、排気
質量流の最大圧力緩和により、その都度達成可能な最大圧縮仕事がターボチャージャのコ
ンプレッサ内で遂行される。ウェストゲート弁を経てエネルギーが失われるという事態は
生じない。回転弁の適切な早めずらしによりチャージ圧と排気背圧との圧力差を最適にし
て作動点固有の所望量のシリンダ給気がシリンダに供給される。この最適圧力差は場合に
よりＰ－Ｖ線図においてプラスの仕事を行うガス交換成分をもたらすこととなる。この方
法はミラー・サイクルの概念によって公知である。本発明に基づくシステムはミラー・サ
イクルを独自に実現したものである。
【００３７】
　図６は仕事線図を表わしており、同図において縦軸はシリンダ内の圧力Ｐの対数を表わ
し、横軸は容積Ｖを表わしている。ＯＴおよびＵＴはそれぞれピストンの上死点と下死点
を表わしている。
【００３８】
　図６ａはスロットルバルブ制御された４サイクル機関の仕事線図を示している。それぞ
れの線は以下を意味している：
１－２： ポリトロープ圧縮
２；３： 燃焼熱Ｑを放出する等容熱供給
３；４： ポリトロープ膨張（出力）
４；５： 等容排熱（排気口、開）
５－６－７： 等圧圧縮（排気行程）
７；８： 吸気口開放
８－１： 等圧吸気
【００３９】
　斜線で表わされた面積はポンプ損失を表わし、格子で表わされた面積は仕事を表わして
いる。
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【００４０】
　図６ｂは吸気弁の可変閉鎖によってパワー制御が行われる場合の仕事線図を示している
。図６ａとの違いは、排出行程５－７と吸気行程７－６’が同じ圧力レベルで行われ、ポ
リトロープ膨張６’－１とポリトロープ圧縮１－６’が同じ圧力で行われる結果、ポンプ
損失がゼロになる点にある。点６ないし６’（吸気弁の閉鎖）は可変的である。
【００４１】
　図６ｃは図６ａおよび６ｂと同様に３から４へのポリトロープ膨張後の下死点において
熱量Ｑａが排出される典型的なミラー・サイクルを示している。５から７への排気行程は
排気背圧が比較的低い場合に行われる。８から９への吸気行程は過給システムによって生
み出された相対的に高い圧力時に生ずることから、図６ａに示した方法とは異なり斜線で
表わされた面積で仕事が得られることとなる。９は吸気弁が閉じられる点を示している。
【００４２】
　図６ｄは吸気弁の閉鎖（点９）が可変的であり、これによって全仕事サイクルをさらに
最適化することができるミラー・サイクルの仕事線図を表わしている。
【００４３】
　図７は図３に比較して一部変更された回転弁の断面図を示したものである。機能が同じ
部品には図３と同じ番号が付されている。穴６２を有した円筒形回転体６０は接続フラン
ジ４２と４４とを有したケーシング４０に回転可動に収容されている。ケーシング４０の
両側はカバー１０２で封鎖されている。カバー１０２中には軸受けリング１０４が配置さ
れ、ロータないし円筒形回転体６０は該リングによってケーシング４０内に回転可動支持
されている。
【００４４】
　図３および４に示した参考形態とは異なり、ステップモータとして形成された電動機は
回転弁に一体化されており、Ｓ極とＮ極とが交互に交代するロータコイル１０６は該回転
弁内でロータないし円筒形回転体６０と固定結合されている。電動機の固定子コイル１０
８はケーシング４０と固定結合されてケーシング４０の当該切り欠き部に配置されている
。
【００４５】
　前記配置によってステップモータを組込んだきわめてコンパクトな回転弁が実現される
。制御器によって固定子コイル１０８を制御するための電気的接続は図示されていない。
【００４６】
　図８は負荷制御のための回転弁を備えた補助レジスタ過給装置付き６気筒エンジンを示
している。
【００４７】
　エンジンはそれぞれ３気筒を擁した気筒群１１２を有し、これらは吸気管１１４を介し
てガスディストリビュータないしエアディストリビュータ１１６と結合されている。
【００４８】
　それぞれの吸気管において各気筒に設けられた２吸気弁に対応した電動式の回転弁１１
８が作動する。
【００４９】
　すべての気筒の排気管１２０は１本のマニホルド１２２に集められ、２機のターボチャ
ージャ１２４と１２６との駆動に利用される。
【００５０】
　排気マニホルド１２２からは１本の管１３０がターボチャージャ１２６の排気タービン
１３１に達し、同所から別の管１３２がターボチャージャ１２４の排気タービン１３３に
達し、そこから排気管１３４が図示されていないマフラに達している。管１３０には電動
式ディストリビュータ弁１４０が配置され、これによりマニホルド１２２から到来する排
気流の一部はターボチャージャ１２４の排気タービンに合流する枝管１４２に分流される
。
【００５１】
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　内燃機関への給気供給は、新鮮空気がエアフィルタ１５０を通して吸入され、該空気に
混合ユニット１５２内で内燃機関の運転条件に応じた所定の比率でガスが混合され、こう
した形成された給気は続いてターボチャージャ１２４のコンプレッサ１５４で圧縮され、
圧縮された給気は管１５６を経てインタクーラ１５８を通過し排気ターボチャージャ１２
６のコンプレッサ１６０に供給され、さらに同所から別のインタクーラ１６２を通過して
エアディストリビュータ１１６に供給されるという方法で行われる。
【００５２】
　回転弁１１８、ディストリビュータ弁１４０ならびに場合によりターボチャージャ１２
４と１２６との排気タービン１３１と１３３との入口部のブレードポジション――ターボ
チャージャが可変タービンジオメトリを備えている場合――の制御には電子制御器１６４
が用いられ、該制御器の入力は内燃機関の運転パラメータとアクセルペダル１６６のポジ
ションを把握するセンサと結びつき、出力は前記の電気式制御される部品と結びついてい
る。電線ならびにセンサは図をわかりやすくするために記入されていない。
【００５３】
　制御器１６４には運転パラメータと相関して回転弁１１８、ディストリビュータ弁１４
０ならびに場合によりターボチャージャ１２４と１２６との入口ジオメトリをそれぞれ調
整するためのパラメータが記憶され、回転弁１１８の開閉時点ならびに各排気タービンに
供給される排気量および場合によりタービンジオメトリが互いに最適適合され、求められ
たパワーが内燃機関の可能最善の効率を以って生み出されるように為されている。
【００５４】
　図９は吸気管１４（図１）に配置された弁の一部変更された本発明の実施形態を示した
ものである。
【００５５】
　図９に示したように吸気管１４は吸気管縦断面で見て蛇行状に形成された隔壁２７０を
有し、該隔壁には図示した例において吸気管の軸方向に対して垂直方向に４個の弁穴２７
２が形成されている。吸気管と弁穴を垂直方向から貫いて全体が２７４で表わされた弁素
子が伸びており、該素子は軸部２７６と軸部を取巻いてそれに固定された円板２７８とを
有している。これらの円板は図９に示した弁開放ポジションにおいて一番上と上から三番
目の円板２７８は吸気管を通る吸気流から見て当該弁穴２７２の下流に位置し、他の２つ
の円板２７８は当該弁穴２７２の上流に位置するように配置されている。円板２７８の直
径は弁穴２７２の直径とほぼ一致していることから、図９に示した軸部２７６が円板２７
８と共に上方に向かって運動し、円板２７８が穴２７２の内部に納まると弁は閉じられる
こととなる。円板２７８は流れに好適な形に成形されているのが好ましい。
【００５６】
　軸部２７６は吸気管１４の外側に弁を作動するための円筒形の突出し部２８０を有し、
該突出し部にはコイル２８２が収容され、該コイルは好ましくは電磁石として形成された
磁石２８４によって囲まれ、これら全体は吸気管に固定されたケーシング２８６に収容さ
れている。
【００５７】
　軸部２７６はブシュ２８８により吸気管１４内に垂直方向摺動式にガイドされている。
円筒形突出し部２８０は軸部２７６ないし弁素子２７４の上下動が一方では吸気管１４の
外周への自らの当接により、他方では自らの内部に突き入ったケーシング２８６の突起へ
の当接によって制限されるように形成されている。
【００５８】
　ばね２９０は弁素子２７４を開放ポジションに保持する。
【００５９】
　前記の弁は以下のように機能する：
　コイル２８２は制御器２６（図１）に接続されている。弁はばね２９０の作用下で通常
は開いている。コイル２８２が当該電流の作用をうけることにより図９に示した弁素子は
上方に運動し、円板２７８が弁穴２７２に納まって弁穴を通る流体の通過を遮断するポジ
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側を高圧が支配していれば、該高圧は一番上と上から三番目の円板に対し下向きに押し付
ける作用をおよぼし、他方で一番下と下から三番目の円板には上向きに押し付ける作用を
およぼすことから、弁素子には全体として圧力差にかかわりなく力がかからない。
【００６０】
　前記の弁によって達成される利点は、閉鎖ポジションから開放ポジションへの運動およ
びその逆の運動が極めて迅速に行えることから、流れ損失を可能最小限に抑制した精密制
御が可能なことである。
【００６１】
　図示した好ましい実施形態において軸部２７６は変位路程センサ２９１と連結されてい
る。この変位路程センサ２９１は軸部２７６ないし円板２７８のその時々の正確なポジシ
ョンに関する情報をもたらす。制御器２６は弁体（２７６，２７８）の実ポジションが弁
体上下動運動のどの瞬間にも制御器にプログラムされた基準ポジションに合致するように
コイル２８２を通る電流を制御する。これにより多気筒エンジンにあっても同一制御時間
の気筒当たり充填量を同一とすることが保障される。
【００６２】
　電磁作動はたとえば円筒形突出し部２８０を固有のコイルを持たない保磁子として形成
する等によってきわめて多様な方法で変化させることができるのは言うまでもない。図示
した実施形態（ボイスコイル）は磁気慣性が非常にわずかであるという長所を有している
。弁素子は隔壁と共にそれが９０°回転すると弁穴を閉じもしくは開くように変更するこ
とが可能である。
【００６３】
　図９に示した弁は先述した実施形態の弁に代用することができ、したがって、本発明に
よって達成される機能上の利点は図９に示した弁によっても達成することができる。弁の
閉鎖時点はパワー要求が減少するにしたがってますます吸気弁閉鎖時点の前方にずらされ
る。開放時点は吸気仕事を減少させる先述した過給効果を実現するため閉鎖時点とは無関
係にエンジン回転数に合わされる。
【００６４】
　閉鎖時点を変えずにまたはシリンダ充填量（空気消費）を変えずに弁の開放時点を変化
させ、部分負荷時にも過給効果が給排気交換の最適化に利用されるようにするのが好適で
ある。
【００６５】
　前記の効果は給排気交換損失を最小化するための部分負荷同調過給と称することができ
る。
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